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 平成２８年 1月 1日から同年１２月末日までに県下各労働基準監督署に提出された「労働者死

傷病報告（休業4日以上）」、「健康診断結果報告書」及び「じん肺健康管理実施状況報告」を基

に、県内の労働災害の現況及び労働衛生の現況を取りまとめました。各事業場においては、今後の

労働災害防止及び労働衛生水準の向上を図るための参考としてください。 

 

第１ 山梨県内の労働災害発生状況 

 １ 全産業における労働災害発生状況  

県内の死傷者数は、昭和３５年の３，８５６人をピークに減少を続けていましたが、平成２１年に

は６８８人まで減少し、その後いったん増加に転じたものの、平成２７年から再び減少へと転じてい

ます。平成２８年は７４４人と、前年比で１１人減少(－１.５％)しましたが、未だ平成21年に比べ

て高い水準にあります。 

県内の死傷者数のうち死亡者は、昭和 41年の 59人をピークに増減を繰り返しながら長期的には減

少傾向を示しており、平成２８年は１０人と前年に比べ２人減少(－１６.７％)となりました。  

平成２９年については１０月末現在、６人の尊い命が労働災害によって奪われており、引き続き労

働災害の防止が重要な課題となっています。 
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山梨県内の災害発生状況の推移

死亡災害
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山梨県内の労働安全衛生の状況 

～平成２８年の労働災害発生状況と業務上疾病等の動向～ 
 

                厚生労働省 山梨労働局 労働基準部健康安全課  
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２ 業種別労働災害発生状況 

 県内の平成２８年における業種別の死傷者数を多い順にみると、製造業(１８２人)、商業(１１２人)、

建設業(１０３人)、接客娯楽業(７９人)、保健衛生業(７２人)、運輸交通業(６１人)の順となっていま

す。前年と比べ、清掃業(+33.3％)、林業(+21.1％)、製造業(+9.0％)で増加した一方、金融・広告業

(－30.0％)、建設業(－25.9％)、保健衛生業(－7.7％)で減少しました。なお第三次産業における死

傷者数は３６２人と９人増加し、全産業中49.0％と半数近くを占める状況が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
３ 事故の型別労働災害発生状況（全産業）  

事故の型別の死傷者数を多い順にみると、転

倒（25.3%）、墜落・転落（15.3％）、動作

の反動等（12.6%）、はさまれ・巻き込まれ

（12.1%）の順となっており、例年の傾向と概

ね同様です。 
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４ 事故の型別労働災害発生状況（業種別） 

（１）製造業   
 製造業における事故の型別の死傷者数を

多い順にみると、「はさまれ・巻き込まれ」

(25.3％)、「転倒」(21.4％)、「動作の反動」

(12.1％)、「切れ･こすれ」(8.2％)等の順と

なっています。 

また死亡者数は「その他」（有害物との接

触）が１人となっています。 

 

 

（２）建設業 

 建設業における事故の型別の死傷者数を

多い順にみると、仮設物や構造物等の高所か

らの「墜落・転落」(26.2％)、「飛来・落下」

(17.5％)、「切れ・こすれ」(15.5％)、「は

さまれ・巻き込まれ」(10.7％)、「転倒」

(8.7％)等の順となっています。 

 また死亡者数は「墜落・転落」が２人、「飛

来・落下」「崩壊・倒壊」「交通事故」が各

１人となっています。 

 

 
（３）運輸交通業 
運輸交通業における事故の型別の死傷者

数を多い順にみると、「墜落・転落」(29.5％)、

「転倒」(18.0％)、「動作の反動」(16.4％)、

「はさまれ・巻き込まれ」(13.1%)、「激突

され」(9.8%)等の順となっています。 

また平成２８年の死亡者はゼロでした。 

 
 

（４）林業 
林業における事故の型別の死傷者数を多

い順にみると、「飛来・落下」(26.3％)、切

れ・こすれ」(21.1％)、「墜落・転落」(21.1%)、

「転倒」(15.8％)、及び「激突され」(10.5％)

等の順となっています。 

また死亡者数は「激突され」が１人となっ

ています。 
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（５）卸・小売業 
卸・小売業における事故の型別の死傷者数

を多い順にみると、「転倒」(33.9％)、「墜

落・転落」(14.3％)、「切れ・こすれ」(11.6％)、

「はさまれ・巻き込まれ」(10.7％)等の順と

なっています。 

また死亡者数は「墜落・転落」が１人とな

っています。 

 
 

（６）保健衛生業 
保健衛生業における事故の型別の死傷者

数を多い順にみると、「転倒」(37.5％)、「動

作の反動等」(37.5％)、「墜落・転落」(5.6％)、

「交通事故」(4.2%)等の順となっています。 

また平成２８年の死亡者はゼロでした。 

 
 
 

（７）接客娯楽業 
接客娯楽業における事故の型別の死傷者

数を多い順にみると、「転倒」(38.0％)、「墜

落・転落」(13.9％)、「激突・激突され」

(12.7％)、「切れ・こすれ」(8.9%)等の順

となっています。 

また平成２８年の死亡者はゼロでした。 

 
 

６ 年齢別労働災害発生状況 
全産業の死傷者数を年齢で区分すると、５０歳未満が３６０人、５０歳以上が３８４人となってお

り、半数以上を５０歳以上が占めています。 

また事故の型別に見ると、転倒災害は５０歳未満では 15.6%であるのに対し、５０歳以上では

34.4%と２倍以上の比率を占めています。 
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７ 経験年数別労働災害発生状況  
全産業の経験年数別の死傷者数を多い順

にみると、１～５年(38.0％)、１年未満

(20.8％)、６～10年(17.2％)、11～20年

(13.7％)、21～30年(6.2％)、31年以上

(4.0％)の順となっており、５年以下の経験

の浅い労働者が 58.8％と過半数を占めてい

ます。 
また業種別にみると、保健衛生業では経験

年数 5年以下の労働者の割合が 72.2％と特

に高くなっています。 
 

８ 災害程度別労働災害発生状況 
全産業の災害程度別の死傷者数を多い順

にみると、１ヶ月以上３ヶ月満(36.7％)、２

週以上１ヶ月未満(26.3％)、４日以上２週間

未満(21.2％)、３ヶ月以上６ヶ月未満

(12.0％)の順となっており、休業見込日数１

月以上の重篤な災害(死亡含む)が過半数の

52.4％を占めています。 

 

 

１０ 労働基準監督署別労働災害発生状況 

 

平成２８年・２７年　１月～１２月死傷災害（休業４日以上）比較表 山梨労働局 確定値

全　　　産　　　業 10 744 12 755 -11 -1.5 5 498 9 536 -38 -7.1 1 191 1 160 31 19.4 4 55 2 59 -4 -6.8 全

1 182 1 167 15 9.0 1 117 1 110 7 6.4 0 54 0 35 19 54.3 0 11 0 22 -11 -50.0

食 料 品 59 50 9 18.0 52 41 11 6 4 2 1 5 -4

木 材 ・ 木 製 品 6 1 6 0 0.0 2 1 4 -2 2 1 1 2 1 1

家 具 ・ 装 備 品 2 2 0 0.0 1 1 1 -1 1 1 0

パ ル プ ・ 紙 、 印 刷 7 7 0 0.0 4 4 0 2 1 1 1 2 -1

化 学 12 13 -1 -7.7 9 7 2 2 4 -2 1 2 -1

窯 業 ・ 土 石 製 品 9 12 -3 -25.0 3 8 -5 5 3 2 1 1 0

鉄 鋼 、 非 鉄 金 属 8 3 5 166.7 1 1 0 6 1 5 1 1 0

金 属 製 品 1 21 20 1 5.0 1 12 14 -2 7 3 4 2 3 -1

一般・電気・輸送用機械 42 38 4 10.5 25 22 3 17 13 4 3 -3

上 記 以 外 の 製 造 業 16 16 0 0.0 8 9 -1 7 4 3 1 3 -2

　２　土　石　採　取　業 1 1 0 0.0 1 -1 1 1 0 0 2

　３　建　設　業 5 103 3 139 -36 -25.9 2 60 2 92 -32 -34.8 0 31 1 28 3 10.7 3 12 0 19 -7 -36.8

土 木 工 事 3 37 2 46 -9 -19.6 19 1 28 -9 9 1 4 5 3 9 14 -5

建 築 工 事 2 51 1 68 -17 -25.0 2 31 1 46 -15 19 18 1 1 4 -3

そ の 他 の 工 事 15 25 -10 -40.0 10 18 -8 3 6 -3 2 1 1

61 2 63 -2 -3.2 0 47 2 52 -5 0 11 0 11 0 0 3 0 0 3

4 8 -4 -50.0 1 5 -4 3 3 0 0

57 2 55 2 3.6 46 2 47 -1 8 8 0 3 3

1 1 0 0.0 1 1 0 0.0 0 0 5

1 23 2 19 4 21.1 8 9 -1 8 8 0 1 7 2 2 5 6

1 112 2 104 8 7.7 81 2 82 -1 1 20 16 4 11 6 5 8

1 7 10 -3 -30.0 1 7 10 -3 0 0 9

72 78 -6 -7.7 57 68 -11 13 9 4 2 1 1 13

79 79 0 0.0 0 45 0 36 9 0 29 0 39 -10 0 5 0 4 1

ゴ ル フ 場 26 23 3 13.0 8 4 4 15 16 -1 3 3 0 14

上 記 以 外 の 接 客 娯 楽 業 53 56 -3 -5.4 37 32 5 14 23 -9 2 1 1

48 36 12 33.3 31 28 3 15 6 9 2 2 0 15

1 55 2 58 -3 -5.2 1 44 2 47 -3 9 8 1 2 3 -1 上記以外

（参考）第三次産業（８～１７号） 3 362 4 353 9 2.5 2 254 4 262 -8 -3.1 1 86 0 76 10 13.2 0 22 0 15 7 46.7

鰍沢労働基準監督署
業
種
別

当年 前年 増
減
数

増
減
率

　
　
％ 死亡 死傷

当年 前年　　　　　　　　　　署　　　別

　業　　種　　別

合　　　計 甲府労働基準監督署 都留労働基準監督署

増
減
数

増
減
率

　
　
％

当年 前年 増
減
数

増
減
率

　
　
％死亡 死傷死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷

増
減
数

増
減
率

　
　
％

当年 前年

　１　製　　造　　業

1

3

　４　運　輸　交　通　業
4鉄道・軌道・水運・航空業、道路旅客運送業

道路貨物運送業(その他の運輸交通業を含む）

　５　貨　物　取　扱　業

　６-２　林　　　　業

　８　商　　業

　９　金　融　・　広　告

　13　保　健　衛　生　業

　14　接　客　娯　楽　業

　15  清　掃　業

6-1・7・10・11・12・16・17　上記以外の業種

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

建設業

運輸交通業

林業

卸・小売業

保健衛生業

20.8%

21.4%

10.7%

29.5%

8.7%

20.5%

22.2%

38.0%

40.1%

32.0%

26.2%

34.8%

35.7%

50.0%

17.2%

15.4%

17.5%

24.6%

26.1%

17.0%

18.1%

13.7%

10.4%

17.5%

11.5%

30.4%

20.5%

8.3%

6.2%
5.5%

12.6%

6.6%

3.6%

1.4%

4.0%

7.1%

9.7%

1.6%

2.7%

経験年数別労働災害発生状況

1年未満 1-5年 6-10年 11-20年 21-30年 31年～



６ 
 

１１ 死亡災害事例 －平成２８年に発生した死亡災害－ 
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第２ 労働衛生の現況 

 １ 業務上疾病の発生状況  
 全国の業務上疾病者数は長らく増

加傾向にありましたが、平成２１年に

大幅に減少し、平成２５年以降は 

７，３００人前後で推移しています。 

 山梨県内については、平成２６年に

一旦増加したものの、その後再び減少

傾向が続いています。平成２８年は 

４３人と、前年と比べ７人減少(－

14.0％)しました。 

 
 
 
 
 
 

 ２ 業務上疾病の内訳 
 県内の疾病分類別の業務上疾病者

数をみると、負傷に起因する疾病は 

３８人で全体の 88.4％を占めていま

す。また３８人のうち３５人が腰痛

で、全体の81.4%を占めています。 

 
 
 
 
 
 

 
 

 ３ 業種別業務上疾病発生状況  

 県内の業種別の業務上疾病者数を

多 い 順 に み る と 、 保 健 衛 生 業

(39.5％)、製造業(25.6％)、商業・金

融広告業(14.0％)の順となっており、

前年同様、保健衛生業の割合が大きく

なっています。 
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酸素欠乏症

(2.3%)

業務上疾病の内訳

全産業（４３人）

保健衛生業

(39.5%)
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商業・金融広告業
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業種別業務上疾病発生状況

全産業（４３人）
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４ 定期健康診断実施状況 
平成２８年の定期健康診断の県内の

受診労働者数は約８万人でした。 

有所見率は平成１７年以降 50％を

超えた状態が続いており、平成２８年は

55.4％と、全国の有所見率を１．６ポ

イント上回っています。 

 

 

 

 

 

 
５ 特殊健康診断実施状況 

平成２８年の特殊健康診断の県

内の受診労働者数は約１万５千人

で、有所見者は６７３人でした。 

県内の有所見率は4.5%と、全国

の有所見率を１．２ポイント下回っ

ています。 

 

 

 

 

 

 
６ じん肺健康管理実施状況 

じん肺健康診断の県内の受診労働者

数は、長期的には増加傾向にあり、平成

２８年は１，５０３人でした。 

県内の新規有所見者数は年々減少し

ており、平成２８年は０人でした。 
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お問い合わせは 山梨労働局 または 各労働基準監督署へ 
山梨労働局労働基準部健康安全課  TEL055-225-2855 

甲府労働基準監督署 TEL055-224-5617  都留労働基準監督署 TEL0554-43-2195 
鰍沢労働基準監督署 TEL0556-22-3181                       

山梨労働局ホームページ http://yamanashi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/ 

http://yamanashi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/

